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相続人に債務があるときの遺産分割

ⅠⅠ

はは
じじ
めめ
にに

①

憲
法
２４
条
は『
個
人
の
尊

厳
』
と
『
両
性
の
本
質
的
平
等
』

に
基
づ
く
「
相
続
」
制
度
を
要

請
し
、
現
行
民
法
が
存
在
す
る
。

②

相
続
の
解
釈
方
法
に

は
、
ロ
ー
マ
法
的
立
場
と
ゲ
ル

マ
ン
法
的
立
場
と
が
あ
る
。

③

今
回
報
告
す
る
事
件

は
、
最
高
裁
判
所
第
一
小
法
廷

平
成
２１
年
１２
月
１０
日
判
決
（
以

下
「
平
成
２１
年
最
判
」
と

い

う
）
の
「
遺
産
分
割
と
第
二
次

納
税
義
務
」
で
あ
り
、「
相
続
」
、

「
遺
産
分
割
」
と
い
う
基
本
部

分
に
関
す
る
判
例
で
あ
る
。
こ

の
平
成
２１
年
最
判
が
、
１
つ
の

事
例
判
決
と
し
て
の
地
位
に
留

ま
る
の
か
、
そ
れ
と
も
こ
れ
を

根
拠
に
、
更
に
進
化
す
る
も
の

な
の
か
検
討
す
る
。

��

具具
体体
的的
事事
案案

①

夫
Ａ
に
は
、
妻
Ｂ
と
の

間
に
長
男
と
次
男
Ｃ
が
い
た
。

②

夫
Ａ
は
、
関
東
信
越
国

税
局
長
に
対
し
、
昭
和
６２
年
分

以
降
の
所
得
税
、
そ
の
延
滞
税

約
１１
億
円
の
租
税
債
務
を
負
っ

て
い
た
。

③

平
成
１７
年
５
月
２０
日
、

妻
Ｂ
は
遺
産
２
０
２
百
万
円
を

残
し
て
死
亡
し
た
。

④

平
成
１７
年
６
月
９
日
、

残
さ
れ
た
夫
Ａ
、
長
男
、
次
男

Ｃ
の
三
人
の
間
で
遺
産
分
割
協

議
を
し
た
結
果
、
夫
Ａ
は
約
２０

百
万
円
、
長
男
（
原
告
）
は
約

１
２
８
百
万
円
、
次
男
Ｂ
は
約

５４
百
万
円
を
相
続
し
た
。

⑤

こ
の
遺
産
分
割
協
議
に

対
し
て
、
同
国
税
局
長
は
、
本

件
遺
産
分
割
協
議
は
、
国
税
徴

収
法
３９
条
に
い
う
「
第
三
者
に

利
益
を
与
え
る
処
分
」
に
あ
た

る
と
し
て
、
原
告
で
あ
る
長
男

に
対
し
、
法
定
相
続
分
（
４
分

の
１
）
を
超
え
る
部

分
（
約

１
２
８
百
万
円－

約
２
０
２
百

万
円
×
（
法
定
相
続
分
）
１
／

４＝

約
７７
百
万
円
）
に
つ
き
、

国
税
徴
収
法
３９
条
の
納
税
告
知

処
分
を
行
っ
た
。

⑥

こ
の
納
税
告
知
処
分
に

対
し
、
長
男
が
同
国
税
局
長
に

対
し
て
抗
告
訴
訟
を
提
起
し
た

も
の
で
あ
る
。

��

最最
高高
裁裁
平平
成成
２２１１
年年
１１２２
月月
１１００
日日
判判
決決（（
要要
旨旨
））

「
遺
産
分
割
協
議
は
、
相
続

の
開
始
に
よ
っ
て
共
同
相
続
人

の
共
有
と
な
っ
た
相
続
財
産
に

つ
い
て
、
そ
の
全
部
又
は
一
部

を
、
各
相
続
人
の
単
独
所
有
と

し
、
又
は
新
た
な
共
有
関
係
に

移
行
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

相
続
財
産
の
帰
属
を
確
定
さ
せ

る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
国
税
の

滞
納
者
を
含
む
共
同
相
続
人
の

間
で
成
立
し
た
遺
産
分
割
協
議

が
、
滞
納
者
で
あ
る
相
続
人
に

そ
の
相
続
分
に
満
た
な
い
財
産

を
取
得
さ
せ
、
他
の
相
続
人
に

そ
の
相
続
分
を
超
え
る
財
産
を

取
得
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
と
き

は
、
国
税
徴
収
法
３９
条
に
い
う

第
三
者
に
利
益
を
与
え
る
処
分

に
当
た
り
得
る
も
の
と
解
す
る

の
が
相
当
で
あ
る
。
」

��

本本
件件
事事
案案
にに
対対
すす
るる
判判
決決
のの
結結
論論
にに
はは

賛賛
成成
すす
るる
がが
理理
由由
付付
けけ
にに
はは
賛賛
成成
でで
きき
なな

いい
。。
以以
下下
理理
由由
をを
述述
べべ
るる
。。

①

相
続
開
始
に
よ
り
相
続

人
は
、
被
相
続
人
の
一
身
専
属

権
を
除
き
、
一
切
の
権
利
義
務

を
承
継
（
「
引
受
」
で
は
な
い
）

す
る
。
所
謂
包
括
承
継
で
あ
る

（
民
法
８
９
６
条
）
。

ま
た
、
相
続
人
が
複
数
の
場

合
、
そ
の
相
続
財
産
は
、
そ
の

「
相
続
分
に
応
じ
て
」（
民
法

８
９
９
条
）
共
有
と
な
る
（
民

法
８
９
８
条
）
。

②

民
法
は
狭
義
の
共
有

（
民
法
２
４
９
条
）
と
、
組
合

契
約
に
関
す
る
共
有
（
民
法
６

６
８
条
）
を
規
定
す
る
。

し
か
し
「
相
続
分
に
応
じ
た

共
有
」
に
つ
き
、
特
段
の
規
定

が
な
い
。

他
方
、
民
法
２
４
９
条
以
下

に
は
、
共
有
物
の
管
理
に
つ
き

規
定
し
て
い
る
（
民
法
２
５
１

条
、
２
５
２
条
）
。

③

「
相
続
分
に
応
じ
た
共

有
」
の
解
釈
に
つ
き
、
学
説
は

「
遺
産
の
共
同
所
有
」
文
言
を

使
用
し
、
所
謂
遺
産
「
共
有
」

と
異
な
る
こ
と
を
示
す
。

ま
た
、
相
続
に
関
す
る
各
条

項
の
解
釈
で
は
、
相
続
に
よ
り

仮
に
「
共
有
」
に
な
る
が
、
こ

れ
は
最
終
的
に
遺
産
分
割
手
続

を
経
て
、
各
相
続
人
に
帰
属
す

る
も
の
で
あ
る
と
し
、
共
有
で

は
あ
っ
て
も
、
遺
産
分
割
終
了

ま
で
の
暫
定
的
な
共
有
関
係
で

あ
る
と
す
る
（
暫
定
的
共
有

説
）（
注
１
）
。

④

暫
定
的
共
有
説
的
に
判

示
を
す
る
下
級
審
裁
判
例
（
注

２
）
や
、
相
続
税
審
査
請
求
事

例
（
注
３
）
も
あ
る
。

し
か
し
最
高
裁
は
、
分
割
債

権
に
つ
き
（
大
審
院
時
代
か

ら
）
相
続
開
始
時
に
相
続
人
に

分
属
し
て
い
る
と
し
（
注
４
）
、

分
割
債
務
に
つ
い
て
も
、
相
続

人
に
分
属
す
る
（
注
５
）
と
し

た
。

（
注
１
）
甲
斐
道
太
郎
・
乾
昭

三
・
椿
寿
夫
『
新
民
法
概
説
』

（
３
）〔
第
３
版
〕
１
７
７
頁
、

遠
藤
浩
・
川
井
健
・
原
島
重
義

・
広
中
俊
雄
・
水
本
浩
・
山
本

進
一
『
民
法
（
９
）
相
続
』〔
第

４
版
増
補
補
訂
版
〕
１
０
２
頁

（
注
２
）
大
阪
高
裁
昭
和
３１
年

１０
月
９
日
決
定
、
遺
産
分
割
事

件
に
対
す
る
即
時
抗
告
事
件
、

家
裁
月
報
８
・
１０
・
４３

（
注
３
）
平
成
１９
年
１０
月
２４
日

裁
決
、
裁
決
事
例

集
�
７４
、

２
７
４
頁

（
注
４
）
最
高
裁
第
一
小
法
廷

昭
和
２９
年
４
月
８
日
判
決
、
民

集
８
・
４
・
８
１
９

（
注
５
）
最
高
裁
第
二
小
法
廷

昭
和
３４
年
６
月
９
日
判
決
、
民

集
１３
・
６
・
７
５
７

⑤

「
相
続
分
に
応
じ
た
共

有
」
の
「
相
続
分
」
に
つ
い
て

も
、
民
法
は
次
の
よ
う
に
規
定

す
る
。

イ
、
遺
言
に
よ
る
指
定
相
続

分
（
民
法
９
０
２
条
①
）

ロ
、
法
定
相
続
分
（
民
法
９

０
０
条
）
代
襲
相
続
分
（
民
法

９
０
１
条
）

ハ
、
特
別
受
益
者
の
相
続
分

（
民
法
９
０
３
条
）
…
「
そ
の

者
の
相
続
分
と
す
る
」

ニ
、
特
別
寄
与
分
（
民
法
９

０
４
条
の
２
）
…
…
…
「
そ
の

者
の
相
続
分
と
す
る
」

ホ
、
相
続
分
の
譲
渡
（
民
法

９
０
５
条
）

し
か
し
な
が
ら
、
最
高
裁
判

決
で
は
、
民
法
９
０
１
条
の
代

襲
相
続
分
を
含
む
９
０
０
条
の

法
定
相
続
分
の
み
を
指
し
て
判

断
し
て
い
る
。
決
し
て
具
体
的

相
続
分
と
さ
れ
る
９
０
３
条
、

９
０
４
条
の
２
に
言
及
し
て
い

な
い
。

⑥

と
こ
ろ
で
、
相
続
と
登

記
に
関
し
最
高
裁
判
所
第
三
小

法

廷

昭

和
４６
年
１
月
２６
日

判

決
、
民
集
２５
・
１
・
９０
は
、
次

の
と
お
り
判
示
す
る
。

「
相
続
財
産
中
の
不
動
産
に

つ
き
、
遺
産
分
割
に
よ
り
権
利

を
取
得
し
た
相
続
人
は
、
登
記

を
経
な
け
れ
ば
分
割
後
に
当
該

不
動
産
に
つ
き
権
利
を
取
得
し

た
第
三
者
に
対
し
、
法
定
相
続

分
を
超
え
る
権
利
の
取
得
を
対

抗
で
き
な
い
」
と
。

即
ち
、
相
続
人
間
の
遺
産
分

割
協
議
は
、
相
続
人
は
分
割
協

議
の
状
況
を
当
然
に
知
り
う

る
。
し
か
し
、
分
割
協
議
に
加

わ
ら
な
い
「
第
三
者
」
に
は
、

相
続
人
間
の
遺
産
分
割
協
議
の

状
況
を
知
り
え
な
い
以
上
不
測

の
損
害
を
被
る
こ
と
が
懸
念
さ

れ
る
。
こ
の
と
き
、
最
高
裁
判

決
は
、「
第
三
者
」
保
護
を
明

確
に
し
た
と
理
解
で
き
る
。

第
三
者
で
も
代
襲
相
続
分
を

含
む
法
定
相
続
分
を
知
り
う
る

こ
と
か
ら
、
相
続
人
と
第
三
者

の
分
岐
点
を
設
け
た
も
の
で
あ

ろ
う
。
そ
の
結
果
、
法
定
相
続

分
を
超
え
る
相
続
不
動
産
を
取

得
し
た
相
続
人
が
、
第
三
者
に

そ
の
法
定
相
続
分
を
超
え
る
権

利
部
分
に
つ
い
て
は
対
抗
で
き

な
い
、
と
し
た
。

⑦

次
に
遺
産
分
割
と
詐
害

行
為
取
消
権
と
の
関
係
に
つ
き

判
示
し
た
最
高
裁
判
所
第
二
小

法

廷

平

成
１１
年
６
月
１１
日

判

決
、
民
集
５３
・
５
・
８
９
８
（
以

下
「
平
成
１１
年
最
判
」
と

い

う
）
を
検
討
す
る
。

こ
の
事
件
は
、
昭
和
５４
年
２

月
２４
日
に
死
亡
し
た
夫
の
財
産

（
借
地
権
）
に
つ
き
、
相
続
人

は
妻
と
子
Ａ
Ｂ
の
３
人
で

あ

り
、
遺
産
分
割
協
議
を
調
え
る

こ
と
な
く
、
妻
子
が
居
住
し
て

い
た
。
そ
の
後
子
Ａ
Ｂ
は
婚
姻

し
、
他
に
住
居
を
構
え
、
本
件

借
地
権
上
の
建
物
に
は
妻
の
み

が
居
住
し
た
。

平
成
５
年
１０
月
２９
日
に
妻
は

知
人
の
連
帯
保
証
人
と
な
っ

た
。
し
か
し
、
主
た
る
債
務
者

が
弁
済
し
な
か
っ
た
こ
と
か

ら
、
債
権
者
は
、
妻
に
対
し
、

連
帯
保
証
債
務
の
履
行
を
求
め

た
。平

成
８
年
１
月
５
日
、
妻
と

子
Ａ
Ｂ
は
、
夫
の
遺
産
で
あ
る

借
地
権
と
建
物
を
、
子
Ａ
Ｂ
が

相
続
取
得
す
る
と
し
、
そ
の
旨

の
不
動
産
登
記
を
し
た
。
他
方

妻
は
遺
産
を
取
得
せ
ず
自
己
破

産
し
た
。

債

権

者

は
、
子
Ａ
Ｂ
に

対

し
、「
平
成
８
年
１
月
５
日
付
遺

産
分
割
協
議
は
詐
害
行
為
取
消

権
の
対
象
と
な
る
」
と
し
て
提

訴
。
裁
判
所
は
債
権
者
の
主
張

を
認
め
、
そ
の
判
決
が
確
定
し

た
。こ

の
判
決
は
、
私
法
上
の
紛

争
を
解
決
す
る
方
法
と
し
て

「
相
続
」「
遺
産
分
割
」
の
解

釈
と
し
て
妥
当
で
あ
る
。

⑧

遺
産
分
割
と
第
二
次
納

税
義
務
に
関
す
る
最
高
裁
判
所

第
一
小
法
廷
平
成
２１
年
１２
月
１０

日
判
決
、（
以
下
「
平
成
２１
年
最

判
」
と
い
う
）
に
は
、
問
題
が

あ
る
。

イ
、
平
成
１１
年
最
判
は
、
私

人
間
の
紛
争
を
解
決
す
る
方
法

と
し
て
、
裁
判
規
範
で
あ
る
民

法
を
適
用
し
た
も
の
で
あ
る
。

ロ
、
平
成
２１
年
最
判
は
、
平

成
１１
年
最
判
の
考
え
方
を
そ
の

ま
ま
当
て
は
め
る
。

そ
の
結
果
、
多
額
の
遺
産
を

取
得
し
た
長
男
は
、
父
親
が
本

来
取
得
し
う
る
遺
産
相
当
額
に

つ
き
、
第
二
次
納
税
義
務
を
負

う
と
さ
れ
た
。
し
か
し
平
成
２１

年
最
判
の
事
案
は
、
優
越
的
地

位
に
あ
る
行
政
庁
と
そ
れ
に
服

す
る
私
人
と
の
関
係
で
あ
り
、

私
人
間
の
紛
争
と
い
う
性
格
で

は
な
い
。

ハ
、
こ
の
点
で
、
平
成
２１
年

最
判
は
、
自
作
農
創
設
特
別
措

置
法
適
用
に
あ
た
り
、
民
法

１
７
７
条
を
準
用
す
る
か
否
か

に
つ
き
、
準
用
し
な
い
と
し
た

最
高
裁
大
法
廷
昭
和
２８
年
２
月

１８
日
判
決
、
民
集
７
・
２
・
１

５
７
（
以

下
「
昭
和
２８
年
最

判
」
と
い
う
）
を
無
視
し
た
判

決
で
あ
る
。
こ
の
昭
和
２８
年
最

判
は
、
大
法
廷
判
決
で
あ
り
、

こ
れ
を
変
更
す
る
に
は
大
法
廷

で
し
か
で
き
な
い
。

ニ
、
ま
た
昭
和
３７
年
制
定
の

国
税
通
則
法
４２
条
は
「
民
法

４
２
３
条
及
び
第
４
２
４
条
の

規
定
は
、
国
税
の
徴
収
に
関
し

て
準
用
す
る
」
と
規
定
す
る
。

こ
の
法
条
は
、
昭
和
２８
年
最
判

を
考
慮
し
て
制
定
さ
れ
た
も
の

で
あ
る
。

ホ
、
本
件
の
場
合
で
同
国
税

局
長
は
「
滞
納
国
税
徴
収
の
た

め
…
」
と
す
る
。
そ
れ
な

ら

ば
、
国
税
徴
収
の
た
め
に
制
定

し
た
国
税
通
則
法
４２
条
が
準
用

す
る
民
法
４
２
４
条
を
適
用
す

れ
ば
必
要
か
つ
十
分
な
処
理
で

あ
る
は
ず
で
あ
る
。

へ
、
と
こ
ろ
が
、
平
成
２１
年

最
判
は
、
国
税
徴
収
法
３９
条
を

直
接
適
用
し
た
。

相
続
開
始
か
ら
遺
産
分
割
迄

の
間
、
民
法
の
「
相
続
分
」「
共

有
」
を
一
義
的
に
解
釈
で
き
る

も
の
で
な
い
。

即
ち
平
成
２１
年
最
判
の
い
う

よ
う
に
全
て
の
相
続
・
遺
産
分

割
事
案
が
、
相
続
時
に
確
定
的

共
有
と
な
り
遺
産
分
割
時
に
具

体
的
相
続
分
に
な
る
と
は
限
ら

な
い
。

⑨

本
件
判
決
に
つ
い
て

は
、
国
通
法
４２
条
が
準
用
す
る

民
法
４
２
４
条
を
準
用
し
て
の

争
訟
で
あ
れ
ば
、
納
得
で
き

る
。
し
か
し
、
直
接
国
税
徴
収

法
３９
条
を
適
用
し
た
こ
と
に
つ

い
て
は
賛
成
で
き
な
い
。

平
成
２１
年
最
判
は
「
…
第
三

者
に
利
益
を
与
え
る
処
分
に
当

た
り
得
る
も
の
」
と
し
、
全
て

の
事
案
に
適
用
す
る
も
の
で
な

い
こ
と
を
判
示
し
て
い
る
。

け
れ
ど
も
、
こ
の
判
決
を
無

批
判
に
受
け
入
れ
る
こ
と
に
な

れ
ば
、
昭
和
２８
年
最
判
を
無
視

し
た
判
決
が
更
に
登
場
す
る
こ

と
に
な
り
、
相
続
時
に
法
定
相

続
分
に
よ
る
確
定
的
共
有
、
遺

産
分
割
時
に
は
共
有
持
分
の
贈

与
・
交
換
と
い
う
新
た
な
課
税

の
問
題
が
浮
上
し
て
く
る
の
で

は
な
い
か
？
と
危
惧
す
る
と
こ

ろ
で
あ
る
。

（
傍
線
は
筆
者
）
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